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オンブズ和泉が活動を始めて20年となります。
この間の活動を整理するとともにオンブズ活
動について考えてみたいと思います。
★3種の神器

左の3つが⾏政の不当
を是正するための3種
の神器です。
★住⺠訴訟とは
活動の主体は住⺠監査
請求・住⺠訴訟です。
住⺠訴訟とは、「地⽅
自治の本旨に基づく住
⺠参政の⼀環として裁
判所に請求する権能を

与え、もって地⽅財務⾏政の適正な運営を確
保することを目的としたもので、その訴訟の
原告は、住⺠全体の利益のために、いわば公
益の代表者として地⽅財務⾏政の適正化を主
張するもの」（最判昭和53年3月30日）とさ
れています。
★多くは敗訴だが、実質的成果も
全ての住⺠訴訟と情報公開活動の内容を次ペ
ージに示していますが、活動のきっかけは職
員の厚遇問題で、互助会から多額の退会給付
⾦と称してヤミ退職⾦をもらっていた事件で
す。その後住⺠訴訟22件、情報公開不服申し
⽴て２件となっており、中には和泉市以外の
大阪府を訴えた案件もあります。（そのうち
勝訴２件、敗訴19件、異議申⽴認定２件、継
続中1件）
多くは敗訴の結果ですが、実質的に成果を得
たものも多くあります。例えば互助会の廃止
①⑩、遊休地の解消④、監査委員に市のOBに
代わって公認会計⼠や税理⼠の起⽤⑤、大阪
府議会議員の費⽤弁償廃止⑦、非常勤職員や

臨時職員の⼿当の廃止
とその条例化⑨等です。

臨時職員の⼿当の廃止とその条例化⑨等です。
このように裁判で敗訴しても、実質的な効果が得られ
た事案も多く、勝訴で得られる直接的成果よりもむし
ろこの⽅が重要ではないかと思います。
個々の訴訟の⼀覧は次ページに示しますが、その中で
【造園談合住⺠訴訟 ㉑】を以下詳述します。

造園工事に談合の疑いがあるとして争われたのが
この訴訟です。和泉市ではかつて入札をめぐって
刑事事件があり、予定価格と最低制限価格を事前に
公開することになりました。予定価格とは工事の
設計価格でこれ以上の入札は不可、最低制限価格と
はこれ以下の入札は適正な工事が保証できないと
して入札が制限されています。
その結果、通常の入札では殆どが最低制限価格で
の入札となりくじで入札が決まる結果となってい
ます。ところが造園の入札では、予定価格と最低
制限価格の間で落札されており、談合の存在をめ
ぐって激しく争いました。私たち原告は談合の存
在を証明する直接な証拠はつかめませんでしたが、
多くの間接事実から談合は疑い無いと主張しまし
た。造園業者は談合を否定し、裁判所は私たちの
主張を認めませんでした。
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●府⽴弥⽣博物館横⽤地訴訟（④）
⼤阪府⽴弥⽣博物館
横の用地を、和泉市
⼟地開発公社に先⾏
取得させた問題に関
する訴訟です。埋蔵
物を保管・展示する
センターを建設する
ため⼤阪府の依頼に
より取得したとされ
ていたものです。⼤
阪府の財政難でこの
買い戻しが実現せ
ず、地価の値下がり
で 5 億円を越える評
価損を抱える事にな
りました。市は⼤阪
府の依頼で取得した
としていましたが、この訴訟で裁判所は市と⼤阪府
との間で交わした確認書は単なる紳⼠協定に留まる
もので、⼤阪府の買上義務を認めませんでした。市
の⼟地開発公社の解散の動きの中でこの処分をどう
決着させるか悩ましいものでした。いずれにしても
8 億円も出してムダな⼟地を買った市の責任は重⼤
です。この訴訟でそれらの問題が明らかとなりまし
た。（判例地⽅⾃治に掲載）
この⼟地は⼤阪府の横山高校跡地等と等価交換し、
この⼟地にスポーツ施設を建設しましたが、高校の
建物にアスベストが残留していることが判明し、こ
の処理に1.4億円を要することから、この費用負担を
めぐり⼤阪府と⺠事調停で争いました。因縁の⼟地
です。（判例地⽅⾃治平成２１年８⽉号に搭載）

●ダンジリ倉庫訴訟（⑪）
ダンジリ倉庫の建
設に町会館の建設
に対する補助⾦を
違法に使っていた
事に関する訴訟で
す。会館付属の倉
庫と称して申請
し、虚偽の図面を
添付し、建築確認
申請もしていない
事件ですが、予想
もしない敗訴で判
決理由は全く納得できないもので,最高裁に上告し
ましたが上告棄却で敗訴が確定しました。しかし市
は会館補助⾦の⽀給について曖昧な点を解消するよう
要綱を改正しました。（判例地⽅⾃治 348 号に搭
載）

左表が、私が関係するオンブズ和泉の住⺠訴訟です。
以下主要な事件の訴訟の目的とその結果（成果）を述べ
ます。
●ヤミ退職⾦訴訟（①、⑩）
最初の住⺠訴訟は⼤阪府市町村職
員互助会が、退職する職員に正規
の退職⾦以外にヤミ退職⾦を⽀給
していた件についてです。ヤミ退
職⾦は多い⼈は 1000 万円を越え
ていました。この制度が廃⽌され
るとあって駆け込み退職した職員
が多くいたことが顰蹙をかいまし
た。職員厚遇問題が厳しい指摘を
受けていた時の事で、和泉市以外
の多くの⾃治体でも同様な住⺠訴
訟が起こされ、ついに互助会はヤ
ミ退職⾦制度を廃⽌し、更に互助
会も解散する事になりました。
市⺠の貴重な税⾦がこのような所
に使われ、互助会が無くなっても
既に⽀給されたヤミ退職⾦に充当
された税⾦は返ってきませんでし
た。
しかしその一部の1．4億円は関連訴訟で互助会に請求せ
よの勝訴判決を得ました。これがきっかけで互助会の廃
⽌につながり、ムダな税⾦の⽀出を防⽌する⼤きな成果
がありました。

●市⻑給与返還請求訴訟（②）
元市⻑が逮捕拘留期間中に給与の全額を受け取ったのは
違法として、その給与の返還を求めた裁判です。高裁ま
で争いましたが残念ながら敗訴でした。市⺠の感覚から
納得できない結果となりました。
（判例タイムズNo1254 118ページに掲載）

●議員への訃報提供訴訟（③）
議会事務局が市⺠の訃報情報を議員に提供していた
事に関する訴訟で、議員が葬儀に列席するための便
宜の為に、費用を⽀出するのは違法と訴えたもの
す。
テレビでも⼤きく取り上げられました。結果は敗訴
でしたが議員活動について問題提起できた成果は⼤
きいと思います。

●監査委員の報酬返還請求訴訟（⑤）
住⺠監査請求の監査結果に北海道北⾒市、東京都、⼤阪
府箕面市の監査結果を丸写ししたことで、監査委員は仕
事をしていないから報酬の返還を求めた訴訟です。この
訴訟により市の職員の OB が歴代の代表監査委員につい
ていることが問題となり、市の職員の OB に代わり公認
会計⼠などの⺠間の有識者が代表監査委員に就任する改
善がなされました。
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●徳洲会への違法な⽀援⾦訴訟（⑯）
市⽴病院の指定管理者移⾏に伴い、多くの医療従
事者が転籍を拒否したため、医療従事者が⼤幅に
不⾜する事態が発⽣。その対応として指定管理者
へ移籍する職員に対し、一定期間勤務すると返済
が免除される⽀度⾦制度を作りました。問題は⽀
度⾦の財源で、市と指定管理者間で交わした協定
書に、指定管理に移⾏時の医療従事者の確保は指
定管理者が責任を持つと規定していたにも拘わら
ず、市は⽀度⾦の財源を全額負担しました。
判決は医療⽔準の確保は市の責任であり、協定の
定めはそこまでを定めたものではないという訳の
分からない理由で原告敗訴となりました。

●投票管理者への違法⼿当⽀給（⑮）
地⽅⾃治法で定める投票管理者に条例で定めた報
酬を⽀給せず、数倍の報酬を条例で定めることな
く⽀給した事件で、給与条例主義に反するとして
訴えた訴訟。判決は投票管理者は公選法で定める
職務以外にも、選挙管理委員会の応援の業務を⾏
っており、それを考慮すると市に損害は無いとし
て原告敗訴となりました。本件⼿当を管理職特別
勤務⼿当で⽀給するとし、額も⼤幅に削減する条
例が可決され、実質的成果がありました。
（判例地⽅⾃治2017年4月号に搭載）

●ワクチン同時接種時の初診料の重複請求（⑱）
ワクチンを一度に複数接種する際に、初診料をワ
クチンの種類分請求することは、初診料の趣旨か
ら違法として訴えた事件。判決は接種するワクチ
ンごとに、同時接種の可否や副反応の説明など、
初診料以外に医療⾏為があるとして原告敗訴。

●介護保険の申請ミス訴訟（⑭）
介護保険は受給者の収⼊により保険料が変わるため、
それを調整するため国から交付⾦（財政調整交付
⾦）が出ますが、その申請に当たり、⼤阪府の指導
に不適切な点があった事から申請を誤り、交付⾦が
減額された事件です。⼤阪府の指導に不適切な点が
あったとしても、それをチェックする機会が何回も
あったにも関わらず、それを⾏わず市に損害が発⽣
した事件です。1審は勝訴しましたが、2審で職員
に損害賠償を求めるのは過酷として敗訴しました。
市はチェック体制を強化しました。（判例Watch
に登載）

●大阪府議会議員への費用弁償訴訟（⑦）
⼤阪府議会議員には法律で認められていない会議の
出席に対し交通費と称して費用弁償が⽀給されてい
ました。会議に出席するのは議員の本来業務であり、
その費用は報酬に含まれており又その額も公共交通
機関を利用した時の費用の数倍にあたり、違法な⽀
給として訴えたものです。裁判ではタクシーを利用
するのもあながち違法とは言えないとして敗訴しま

したが、この裁判を受けて府は費用弁償を廃止しま
した。（最⾼裁判例集に搭載）

●非常勤職員への違法な⼿当の⽀給訴訟（⑨）
非常勤職員には法律で報酬及び費用弁償（交通費
等）しか⽀給できないことになっています。ところ
が市はこれに反し特別報酬と称して、実質期末⼿当
を⽀給していました。
そこで特別報酬の⽀給差止め等を求めて裁判を起こ
しました。判決では違法⽀出を認めましたが、これ
を⽀給した市⻑に注意義務違反は無いとして敗訴し
ました。市は特別報酬を廃止し、これに相当する報
酬を⽉次の報酬に加算し、条例で定めました。実質
的な成果がありました。（最⾼裁判例集に搭載）

●造園談合訴訟（㉑）
最低制限価格が事前に公開されている⼊札は、最低
制限価格でのくじで落札されることが通常であるに
も関わらず、造園の⼊札では⾼価格で落札されてお
り、談合が疑われると起こした訴訟です。敗訴しま
したが昨今の造園の⼊札は他の工種と同様最低制限
価格でのくじ落札となっており、⼤幅に落札価格が
低下し訴訟の効果が表れています。
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運転開始から４０年を超える⽼朽
原発を含む関⻄電⼒美浜３号機
（福井県美浜町）と⾼浜１〜４号
機（同県⾼浜町）について、地元
住⺠らが運転の差し止めを求めた
仮処分申請で、福井地裁（加藤靖
裁判⻑）は、いずれも却下する決
定をしました。住⺠に厳しい判決
が続きます。
住⺠側は１⽉の能登半島地震を踏
まえ、「地震による原発事故が起
きたら、屋内退避も避難もできな
い」「避難計画に実効性がない」
とも主張しましたが、決定は「避
難が必要な事態が起きる具体的な
危険性が⽴証できておらず、避難
計画について判断するまでもな
い」と退けました。
朝日デジタルより(2024/03/30)

＜昌子の日記＞

4/2 ⾼齢社会をよくする会・⼤阪会計監査
4/4 石尾中学校⼊学式 4/5 緑ケ丘小学校⼊学式
4/6 万葉の会 4/10 和泉中央駅会報配布
4/11 ごみ問題学習会 4/12 和泉中央駅会報配布
4/15 和泉中央駅会報配布、市⺠相談現場⽴会
4/17 和泉中央駅会報配布、議会改革検討会議傍聴
4/19 近畿市⺠派議員・交流学習会（Zoom参加）
4/25-26 都市環境委員会視察（宗像市、周南市）
4/30 和泉100人委員会総会


